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研究成果の概要（和文）：本研究は海外学術調査研究である。フランスの学業不振児教育部門における障害のある児童
生徒の統合教育が、通常学級へのインクルーシブ教育進展の流れの中で、結果として２重の分離教育を生じさせている
状況を明らかにした。1989年に障害者の定義変更があり、それまでの軽度知的障害者は、障害者でなく「学習不振児」
となった。このため当該部門は、障害者の教育部門から通常学校へ変更されたが、教育の場の分離は継続されたため、
このような状況が生じたものであった。合わせて、重度の知的障害のある子どもたちの一部がベルギーへの越境就学の
対象となっていた事実を確認した。

研究成果の概要（英文）：In this Overseas Academic Research, we found that the reason why our targeted 
French segregated situation was established at EGPA sectors along with the expansion of their 
inclusiveness in the schools. In 1989, the traditional definition of mild intellectual disability of 
France was changed so that such special education sectors were changed into the category of ordinary 
schools. We also reported that a part of the children with severe intellectual disabilities are sent to 
Belgian special schools as if they were “Exiles”.

研究分野： 特別支援教育

キーワード： フランス　インクルーシブ教育　海外学術調査　学業不振　就学　知的障害

  ５版



様	 式	 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通）	 

 

１．研究開始当初の背景 
	 本研究の着想は申請者のフランス障害者
権利条約批准に向けた里程標と就学訴訟ケ
ースの研究（基盤研究（B）（海外学術調査）
（H21～H23）（独立行政法人国立特別支援教
育総合研究所）『フランス障害者権利条約批
准の里程標とＨＡＬＤＥへの就学訴訟ケー
スの周辺事情（棟方哲弥）』）の過程で見出さ
れた事実（疑念）に基づいており独創性は高
い。この着想にいたる“事実”は、申請者が、
棟方(2010)フランス－2005年 2月 11日法と
インクルーシブ教育の展開－、発達障害研究、
第 32巻 2号,	 pp.135-145.	 に報告し、”疑
念”は、棟方（2011）日本との比較からフラ
ンスの障害児教育の問題点，フランス教育学
会紀要，23，19-28で報告した。 
	 すなわち、以下のようなことである。まず、
フランスは課程主義のため初等学校から原
級留置を繰り返す子どもは学業不振児の教
育部門に措置される。他方、インクルージョ
ンの国策により障害児は通常教育に統合さ
れるが、年次報告を丹念にみると全体で 2％
に満たない学業不振児の教育部門へ、統計上
同年にインクルージョンされた障害児の
26%が措置されていた。 
	 実は、ここには別の重大な問題が生ずると
思われた。というのも、現在は通常教育（障
害児教育ではないという意味）に位置づけら
れる学業不振児の教育部門は、その背景は明
らかではないものの歴史を遡れば 1989 年以
前までは軽度知的障害児を教育する部門で
あった。すなわち、障害のある子どもを一般
教育に受け入れるはずのインクルージョン
の施策が、フランスにおいて「形式上は通常
教育に位置づく学校」へ障害児を受け入れな
がら、実は、もともと障害児を受け入れるた
めの教育の場へ送り戻しているに過ぎない
ことになるからである。さらに、申請者は、
フランスのインクルージョンについて以下
のような別の２つの問題点にも行き当たっ
た。 
	 まず、障害児の通常学校籍を形骸化させる
「休学籍」の問題である。 
	 フランスは、2005年 2月 11日法「障害者
の権利と機会の平等、参加と市民権のための
法」の後、教育法典は 2008 年に“あらゆる
障害児が居住地に最も近い学校に学籍を登
録する”と明記するに至り、2010 年 2 月に
フランスは国連障害者権利条約を批准する。
この障害児の通常学校籍への学籍一元化は
フランスインクルーシブ施策の大きな一歩
であるが、障害の程度により通常学校以外で
教育を受ける子どもは、この通常学校籍を
「休学籍(Inscription inactive)」として、障
害児の通常学校籍を形骸化させている。 
	 次は、行き場の無い重症児の実態である。
厚生省系の特殊教育施設で推定 15,000 人、
家庭で教育される重度重複障害児のうち、未
就学の子どもが推定 5,000 人で合計 20,000
人が未就学とされる。ただし、前者は、就学

でなくとも施設内で専門の療法士、指導士に
よる「特殊教育」を享受しているが、家庭に
おける未就学児は真に解決策を待っている
(études et résultats N° 564・mars 2007)
とされることである。 
	 このようにフランスが国を挙げて進める
インクルージョン施策とは裏腹に、その実態
がどのようにインクルーシブであるのかに
ついての全体像は、いまだ見えていないと考
えられた。 
 
２．研究の目的 
	 本研究は、それぞれの“疑念”に対して、
海外学術調査として、現地における聞き取り
調査を中心に行う。また、インターネットで
公開されている比較的新しい統計資料と現
地で入手するデータを丹念に検証し、統計的
裏付けを含めて、フランスのインクルーシブ
の全容の俯瞰を目指す。また、本研究の成果
は、障害児のインクルージョンの問題点のみ
ならず、『障害のある生徒』と『障害のない
学業困難児』を合わせて，通常教育から分離
するフランス課程主義教育の問題点を明ら
かにする公算が高く、これまでに指摘されて
いる課程主義とインクルージョンの背反性
について新たな確証を提供するという学術
的意義の高い研究と考えられた。 
 
３．研究の方法 
	 調査研究実施国はフランスであり、本研究
のフランスでの研究協力者との打ち合わせ
と当該施設、団体への現地調査と研究協力者
等との討議、研究機関における資料収集、フ
ランス国民教育省の Web サイト等による統計
情報の収集と分析によることとした。訪問先
の第一が SEGPA(Sections	 d'enseignement	 
général	 et	 professionnel	 adapté)と呼ばれ
る学業不振児クラスである。また、同様の重
篤な学業不振生徒の教育施設である職業高
校にあたる EREA など EGPA と呼ばれる教育施
設を加えて、通常学校における特別なユニッ
トへの訪問調査、教育委員会への聞き取り調
査、フランス国立障害研究所（CTNERHI）、国
立特別支援教育高等研究所（INS-HEA）にお
いて研究資料を確認するとともに、研究に関
する討議を行った。このために当該分野にお
ける同国の第一人者の一人である André	 
Philip 氏（INS-HEA 名誉所員・Revue	 du	 
C.E.R.F.O.P.編集主幹）に研究期間を通して
の協力を依頼した。	 
	 また、研究成果は国際学会への発表に加え
て、研究成果のまとめと普及のためにフラン
スから研究者を招聘した公開シンポジウム
を企画した。	 
	 研究の倫理については「独立行政法人国立
特別支援教育総合研究所に関する倫理要項
(平成 16 年 10 月 5 日制定)」を遵守して実施
することとした。具体的には、倫理審査委員
会を経て、インフォームド・コンセント、個
人データの匿名化を徹底して研究を遂行し



 

 

た。なお、承諾依頼書、回答書は仏文で作成
した。	 
	 	 
４．研究成果	 
	 平成 25 年度には、現地への渡航による研
究協力者との研究協議、資料収集を行うこと
ができた。国内での基礎資料は、現地での協
議に利用するために我が国のインクルーシ
ブ教育システムに向けた政策に関する資料
の仏語訳に加えて、権利擁護官などが行って
いるインクルーシブな教育に関する資料に
ついて許可を得て日本へ紹介した。学習不振
児の教育部門が障害のある子どもを受け入
れるに至る歴史的な背景に踏み込んだ検討
の必要性、訪問すべき機関、対象者の具体的
な検討を行った。具体的にはNord県Lallaing
市にある Collège	 Joliot	 Curie（学業不振児
のための一般教育と適応職業課程 SEGPA:	 
Section	 d'enseignement	 général	 et	 
professionnel	 adaptéとインクルージョンの
ためのユニット ULIS:	 Unité	 localisée	 pour	 
l’inclusion	 scolaire を設置する中等教育
学校）において４人の保護者、３名のコーデ
ィネータ、５名の専科教員、２名の支援員、
１名のレフェラント教師を対象に実施した。
この際には、CERFOP の Philip 氏に同行依頼
して指導助言を得るとともに、全体協議を行
った。INS-HEA 資料室において、同研究所の
旧研究紀要（Les	 Cahiers	 de	 Beaumont）等
の保管資料の文献調査を実施した。特に、フ
ランス中等教育の学業不振児教育を行う
SEGPA の前身は SES（Sections	 d’éducation	 
spécialisée）と呼ばれ、1965 年に設置され
ていた。同研究所の設立は 1954 年の政令に
よって設置された CNPS(Centre	 National	 de	 
Pédagogie	 Spéciale)が前身であることから
旧研究紀要を重要な資料と考えたものであ
った。調査の結果	 Les	 Cahiers	 de	 Beaumont
は、創刊が 1976 年であること、同誌の中に
SES 等に関する特集号（46 号と 47 号と特別
号 1991,1993）により、義務教育年限の延長
との関連など、SES 設置の背景等に関する情
報を得た。同誌の刊行以前について調べた結
果、前身の CNPS の（正確には CNPS の教官と
研修プログラム修了生の団体の）紀要として
「Écho」の存在，1950 年代から Cahiers	 (Les)	 
de	 l’enfance	 inadaptée の存在が確認され
た。また、SEGPA	 du	 Collège	 Apollinaire、	 
l’EREA	 Edith	 Piaf	 	 (地域適応教育学校)、
Seine	 Saint-Denis 教育委員会、ULIS	 de	 
Collège	 Georges	 Brassens	 de	 Sevran に l’
EREA	 Croce	 Spinelli	 (地域適応教育学校)の
調査により現状を把握した。さらに特別支援
教育担当視学官より地域の現状について説
明を受け、それぞれの学校で、学校長を通じ
て聞き取りに応ずる意志の示された保護者、
教員、生徒への聞き取りを行った。インクル
ーシブな法律下での障害のある子どもの就
学の困難さ、あるいは少人数による職業教育
の利点などに加えて、Collège における学校

長の対応の違いから、学校間の格差の実態と
その要因などの検討の必要性が明らかにな
った。実際に行ったインタビューに加えて、
研究協力者を通じて、同種のインタビュー
（フランスで公刊される予定）のテキストデ
ータの提供をうけたことで、データの充実に
つながった。これに合わせて、現地の自閉症
者の社会統合、学習障害・知的障害の教育に
関するカンファレンスに参加することで情
報収集ができた。なお、学習不振児部門が障
害のある子どもの受け皿になった背景と経
緯が 1909 年から 1988 年まで使用されたフラ
ンスの軽度知的障害の定義の 1989 年の変更
であり、そこから、この児童生徒の一群が障
害者から障害とは呼ばれない学習不振児と
して誕生したことが確認された。これは最終
年度の公開シンポジウムで報告された。この
事実により『障害のある生徒』と『障害のな
い学業困難児』を合わせて，フランス課程主
義教育による通常教育からの分離が説明さ
れることが示唆された。	 
	 平成 26 年度には Braga	 2014:	 Embracing	 
Inclusive	 Approaches	 conference	 in	 July,	 
2014 において、研究成果の一部を報告した。
この大会は、CEC(Council	 for	 Exceptional	 
Children)とポルトガルの Minho 大学の共催
で 2014 年 7 月 14-17 日に開催された国際学
会である。全体講演会や参加者との意見交換
の中で、インクルーシブ教育の進展のために
は通常教育のカリキュラムの在り方の検討
が重要であることが示唆された。障害者の権
利に関する条約に関する基調講演のほか、各
国の特別なニーズのある子どもの教育に関
する発表などから、学習困難児支援システム
の違いなど、研究を進める上で参考となる情
報を収集することができた。さらに、当該年
度に入り別用務で訪問したベルギー王国フ
ラ ン ス 語 圏 共 同 体 （ Fédération	 
Wallonie-Bruxelles）における聞取り調査か
ら、フランスの障害児者の一部が同共同体へ
越境入学するという事実が新たに判明した。
この内容は、その後、フランス国営テレビで
取り上げられるに至る。フランスのインクル
ーシブ教育の全体像を把握することを目的
とする本研究課題を進めるにあたり、この実
態調査が不可欠と判断し、同共同体教育大臣
の特別教育補佐官 Paul-André	 Leblanc 氏に
協力を求め現地調査を実施することにした。
ブリュッセルとリエージュにある特別学校
（同国の８種別の特別学校のうち７種別を
含む６校）を訪問した。そこでは、発達段階
別のクラス編制、多様な指導の工夫、重度重
複障害児への教員による指導体制など、フラ
ンスとは異なる就学の実態が確認された。ま
た、Leblanc 氏らからは、フランス障害児を
同共同体が無償で受け入れる現状や、保護者
の期待の内容、さらに、今後は、何らかの形
でフランスから就学経費を受け取る方策も
検討していることが明らかになった。	 



 

 

	 最終年度のまとめとして「フランスにおけ
るインクルーシブ教育の現実と今後の展開
を探る」と題した公開シンポジウムを開催し
た。シンポジウムでは研究代表者からフラン
ス通常教育の学業不振児課程への障害児統
合の実態についての報告をおこなった。統計
資料をまとめたもののうち一部は以下の内
容であった。なお、フランスの特別なニーズ
のある子どもの教育の現状は、通常学級へ就
学する数の増加は見られる一方で、SEGPA 等
への「インクルージョン」の傾向は、研究開
始時の背景と大きな変化が見られていない
ことが理解される。	 

図１	 フランスにおける障害のある子ども
の就学の変化（2005-2014）（単位：人）	 

図２	 前期中等教育段階における障害のあ
る子どもの統合教育の進展	 
	 

図３	 初等教育段階における障害のある子
どもの統合教育の在り方の変化	 
	 
	 また、Philippe	 MAZEREAU 氏（Université	 de	 
Caen	 Normandie）（本研究の協力者である
INS-HEA の名誉教官 André	 PHILIP 氏の共同研
究者）からフランスの学習不振児課程の成立
過程とその現状を、次いで、Anne	 Auvrignon
氏（Hôpital	 Armand-Trousseau）（「Exiles	 
mentaux」（2014）の著者）は重度の知的障害
児者のベルギーへの越境就学を含めた「sans	 
solution（支援策無し）」と呼ばれる重要な
課題が報告されて明らかになった。	 
	 	 

まとめ	 
	 研究の目的に従って調査を進めてきた。学
習不振児部門が障害のある子どもの受け皿
になった背景と経緯が 1909 年から 1988 年の
フランスの軽度知的障害の定義から 1989 年
に変更となったことによること、そして、こ
の児童生徒の一群が、障害者から障害とは呼
ばない学習不振児として誕生したことが確
認された。これは最終年度の公開シンポジウ
ムで報告された。この事実により、『障害の
ある生徒』と『障害のない学業困難児』を合
わせて、フランス課程主義教育による通常教
育からの分離が説明されることが示唆され
た。また、研究の問題意識の１つである「sans	 
solution（支援策無し）」と呼ばれる重度重
複や重度の知的障害のある子どもたちの一
部はベルギーへの越境就学の対象となるな
ど、研究課題遂行中に確認されたとともに、
これに関する報告を公開シンポジウムで報
告することができた。	 
	 フランスはインクルーシブ教育システム
の構築に向けた改革を継続しており、教員資
格の改革など、今後、引き続き注視が必要で
ある。	 
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